
○羽生市小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付事業実施

要綱 

平成２３年４月１日 

告示第４０号 

改正 平成２４年１月２７日告示第４号 

平成２５年３月２８日告示第１３号 

平成２６年９月３０日告示第４６号 

平成２７年９月１１日告示第４０号 

平成２７年１２月２８日告示第５４号 

平成２８年３月３１日告示第２７号 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１９条の３

第３項に規定する医療費の支給認定に係る小児慢性特定疾病児童等（以下「小

児慢性特定疾病児童等」という。）に対し、日常生活用具（以下「用具」と

いう。）を給付することにより、日常生活の便宜を図り、もってその福祉の

増進に資することを目的とする。 

（用具の種目及び性能等） 

第２条 給付の対象となる用具の種目及び性能等は、埼玉県小児慢性特定疾病

児童日常生活用具給付事業実施要綱（平成１７年４月１日施行。以下「県実

施要綱」という。）別表１の種目の欄及び性能等の欄に掲げるとおりとする。 

（給付の対象者） 

第３条 用具の給付を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、

小児慢性特定疾病児童等のうち県実施要綱別表１の種目の欄に掲げる種目ご

とにそれぞれ同表の対象者の欄に掲げる状態に該当する者であって、かつ、

次の各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 市内に住所を有する者 

（２） 小児慢性特定疾病児童等に係る施策以外の児童福祉法の規定による



施策の対象とならない者 

（３） 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）の規定による施策

及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）の規定による施策の対象とならない者 

（給付の申請） 

第４条 用具の給付を受けようとする対象者の保護者（以下「申請者」という。）

は、小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付申請書（様式第１号）に小児

慢性特定疾病医療受給者証の写し、前年分所得税課税額等を証明する書類及

び給付を受けようとする用具の見積書を添えて、市長に申請しなければなら

ない。 

（給付の決定等） 

第５条 市長は、前条の申請書を受理したときは、当該対象者の身体の状況、

介護の状況、家庭の経済状況及び住宅環境等を実地に調査し、速やかに小児

慢性特定疾病児童等日常生活用具給付調査書（様式第２号）を作成するとと

もに、用具の給付の適否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により用具を給付することが適当であると認めるとき

は、小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付決定通知書（様式第３号）に

より申請者に通知するとともに、小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付

券（様式第４号。以下「給付券」という。）を当該申請者に交付するものと

する。 

３ 市長は、第１項の規定により用具を給付することが適当でないと認めると

きは、小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付却下決定通知書（様式第５

号）により申請者に通知するものとする。 

（用具の給付） 

第６条 市長は、用具の給付を行う場合には、あらかじめ市長が発行する小児

慢性特定疾病児童等日常生活用具給付委託通知書（様式第６号）により委託

を受けた業者（以下「委託業者」という。）に委託して行うものとする。 

２ 市長は、委託業者の選定に当たっては、低廉な価格で良質かつ適切な用具



が確保できるよう、経営規模、地理的条件等を十分に勘案の上、決定するも

のとする。 

（費用の負担） 

第７条 第５条第２項の規定により給付の決定を受けた者（以下「給付決定者」

という。）は、用具の給付を受ける場合は、委託業者に対し給付券を提出す

るとともに、用具に係る費用の全部又は一部を支払わなければならない。 

２ 前項の規定により給付決定者が支払うべき費用の額（以下「利用者負担額」

という。）は、県実施要綱別表２の規定により算定した額（給付を受ける用

具の価格が埼玉県小児慢性特定疾病児童日常生活用具給付事業補助金交付要

綱（平成２７年１月１日施行）別表に規定する基準額を超える場合は、その

差額を加算した額）とする。 

（費用の請求） 

第８条 用具の給付を行った委託業者は、当該用具の額から利用者負担額を控

除した額を、請求書に給付券を添えて市長に請求するものとする。 

（使用の制限等） 

第９条 用具の給付を受けた者は、当該用具を給付の目的に反して使用し、譲

渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

２ 用具の給付を受けた者は、前項の規定に違反したときは、当該給付に要し

た費用の全部又は一部を返還しなければならない。 

（再給付の基準） 

第１０条 市長は、既に給付を受けている用具と同一の用具については、修理

不能により用具の使用が困難となった場合若しくは再給付することが修理す

るよりも真に合理的かつ効果的であると認められる場合又は操作機能の改善

等を伴う新たな用具を給付することで使用効果が向上する場合に限り、給付

することができる。 

（台帳の整備） 

第１１条 市長は、用具の給付状況を明確にするため、小児慢性特定疾病児童

等日常生活用具給付台帳（様式第７号）を整備するものとする。 



（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年１月２７日告示第４号） 

この告示は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２８日告示第１３号） 

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年９月３０日告示第４６号） 

この告示は、平成２６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２７年９月１１日告示第４０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際この告示による改正前の様式により使用されている書

類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。 

附 則（平成２７年１２月２８日告示第５４号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２８年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際この告示による改正前の様式により使用されている書

類は、この告示による改正後の様式によるものとみなす。 

附 則（平成２８年３月３１日告示第２７号） 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第１１条関係） 

 


